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 Ⅰ はじめに

　１９９０年代に入ると、ブランド数の激増に市場環境の複雑化が相まって、ブラン

ドが元々有する機能だけでは、差別化は図りにくくなっている。その上、技術進

歩により、製品便益がますます類似してきており、ブランドのコモディティ化が

いっそう進んでいる。その結果、製品ベースのブランドによる差別化や競争優位

性の獲得や維持が難しくなってきた。

　１９９６年に Aakerが提唱したブランド・アイデンティティ論を契機に、企業の

文化や伝統に根付く組織による差別化の重要性が強調されるようになった。それ

と同時に企業ブランドの研究が台頭してきた。企業ブランドは従来のマーケティ

ング分野のみならず、特に企業マネジメントの視点からも捉えられるようになっ

た。企業ブランドは製品ブランドと異なって、企業特有の資産や組織能力に基づ

き差別性を提供し、顧客のみならず、全てのステークホルダーを満足させること

を目標にしている。つまり、製品ブランドによる差別優位性を維持するのに限界
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が見えつつある中、組織の伝統や文化に根付かせる企業（組織）ブランドさえあれ

ば、新たな次元で競争優位性を獲得し得るチャンスも生まれてくる。とはいえ、

強い製品ブランドは依然として重要な役割を果たしており、製品ブランドと企業

ブランドの明確な関係付けはブランド戦略の計画に欠かせない。

　そこで、本稿では、まず製品ブランド（以下は PBと略記）および企業ブランド

（以下は CBと略記）の研究プロセスを概観した後、PBと CBの関係に焦点を当

てた先行研究をレビューし、マーケティングの視点（ブランド階層論）と企業マネ

ジメントの視点から PBと CBの関係を包括的かつ具体的に規定したい。

 Ⅱ ブランドの定義や役割および研究プロセス

　１．ブランドの定義および基本的な役割

　「ブランド」（brand）は、焼印を押すという意味の「burned」から発生してきた

言葉である。長い間ブランドは商業で役割を果たしてきた １）。アメリカ・マーケ

ティング協会（２００７）によると、ブランドとは「ある売り手もしくは売り手集団 

の商品やサービスを識別させ、競合相手の商品やサービスと差別化するための名

前、用語、記号、シンボル、デザイン、あるいはそれらの組み合わせ」である。

この定義に留意すべき点は、ブランドが商品のアイデンティティを示すものであ

り、競争差別性を創造するものとして形成されるということである（和田，１９８４, 

p.６）。

  １） 古代において名前をれんがのようなものに刻んでメーカーを識別しようとした形跡がある。中世
のヨーロッパではギルドはトレードマークを用いたり、１６世紀初めウィスキーの製造業者は自分
の名前を焼き付けた木の樽で製品を運んだり、１８３５年に「オールド・スマグラー」というスコッ
チのブランドを導入したりして、顧客に製造業者の明示、品質の保証を提供すると同時に、製造
業者に法的保護を与えた（Aaker, １９９１, p.７）。その後、移民に伴いその伝統と習慣を北米に持ち
込まれ、特許医薬品やタバコ産業は最初にそのブランディングに挑戦した（Low & Fullerton, 
１９９４, p.１７５; Keller, ２００８, p.４３）。

図表１　ブランドの役割

出所） Keller（２００８），訳 p.８

　　　　　　製　造　業　者　　　　　　　　　　　　　消　費　者　　　　　　　

・ 製品の取り扱いや追跡を単純化するた
めの識別手段
・独自の特徴を法的に保護する手段
・満足した顧客への品質のシグナル
・製品にユニークな連想を与える手段
・競争優位の源泉
・財務的成果の源泉

・製品の製造元の識別
・製造責任の所在の明確化
・リスクの軽減
・探索コストの軽減
・製造者とのプロミス、絆、約束
・シンボリックな装置
・品質のシグナル
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  ２） 消費者が製品を購入し消費する際に知覚するリスクとして、①機能的リスク :期待した水準の機
能を製品が果たさない、②身体的リスク：製品が使用者などの身体や健康に危害を与える、③金
銭的リスク :支払った価格に製品が値しない、④社会的リスク :製品が他者に迷惑をかける、 
⑤心理的リスク :製品が使用者の精神に悪影響を与える、⑥時間的リスク :製品選びの失敗によっ
て、満足のいく他の製品を探す機会コストが発生する、などがあげられる（Keller, ２００８, p.８）。

  ３） 一般的に、マーケティングという概念は、１９０６年から１９１１年の間に米国で生まれたと言われて
いる（Bartels, １９８８, 訳 p.４）が、近藤（１９８８）は１９世紀末から１９２９年までを生成期と呼ぶ。

  ４） 輸送、通信、生産技術、パッケージングの進歩、商標法の改正、広告業や小売業の機能性の向上、
移民政策による人口の増加、生活や欲求水準の向上、識字率の上昇といった要因が絡み合って、
１８７０年よりアメリカではナショナル・ブランドは登場したという（Low & Fullerton, １９９４, 
p.１７５）。

  ５） 古典的なブランド研究は主に Show （１９１５）、近藤（１９８８）を参考にしている。

　図表１は Keller（２００８）が提示したブランドの果たす役割を表す。様々な研究

（Kotler, １９７６; 和田，１９８４; Aaker, １９９１; 鳥居，１９９６; 青木・小川・亀井・田

中，１９９７; 青木・電通ブランドプロジェクトチーム，１９９９; Keller, ２００８; 有 

吉，２００８）の中から、一般的に消費者にとってのブランドの役割には、①購買意

思決定に至るまでに要する時間と探索コストを削減できる「識別」機能、②購買リ

スク ２）の低減または回避ができる「品質保証」機能、③商品機能以外の情緒的な自

己表現手段としての「意味付け・象徴」機能などがある。また、企業におけるブ

ランドの役割には次のような便益が挙げられる。①ブランドに商標権を付与する

ことで、競合他社と差異化できる競争優位を獲得できる。②顧客のロイヤルティ

を得ることにより、持続的な財務成果があげられる。③競合他社の商品に比較し

てプレミアム価格を上乗せることで、より高い収益率が得られる。つまり、消費

者にとって、購買意思決定に至るまでに現れる様々なコストやリスクを軽減し、

製品機能以上の目に見えない機能まで購入できることがブランドの果たす役割と

なる。一方、企業にとって、ブランドは、消費者行動に影響を与え、売買でき、

将来の持続的収益を確保できる非常に価値の高い法的財産である。

　２．PBを中心とするブランド研究のプロセス

　（１）古典的なブランド研究

　ブランドの重要性はマーケティング生成期 ３）から指摘されていた ４）５） （Show, 

１９１５; 近藤，１９８８; 原田，２０１０）。１８世紀の産業革命を転機に自動化生産が実現

し、標準化製品の大量生産は可能となった。その結果、有標品（ブランド品）化で

きる本質的要件である品質の恒常性の維持と品質の絶えざる改善を図りうるよう

になった（山東，１９６９, pp.１－２）。

　産業革命以降、人口の未曽有の増加で市場が拡大し続けたため、生産こそが最
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も支配的な問題となった結果、割合に効率的な生産組織が構築されていた。また

当時は販売が比較的容易な業務であったため、生産者や販売業者はマーケティン

グに大きな関心を払わなかった。しかしながら、生産が発達した一方、既存の流

通システムが生産の発展を阻害し、過剰生産の現象が生じ、販売において競争が

一層激しくなった。

　既存の市場をもっと徹底的に開拓することによって個人の未形成な欲求の確

認、新商品の創造、既存製品を改良し高価格を付けること ６）による差別化 ７）など

が進み、これらを通じて、経営者または製造業者は新たな需要を創造しようとし

た（Show, １９１５, 訳 pp.３７－４０）。また、伝統的な流通組織の下では、生産者と

消費者との間に数多くの中間商人が介在するために ８）、生産者の地位は不利に

なっている（Show, １９１５; Butler, １９１９）。生産者は自らの地位を強めるために、 

生産物の品質またはサービスに関する「特別の優位性（special advantage）」を直

接広告によって消費者に伝達し、需要創造をしようとした。要するに、新たな需

要創造をするに当たって、差別化できる製品の提供は重要となる。その際、ほと

んどいつもトレード・マークやブランドやトレード・ネームが用いられた（Show, 

１９１５, 訳 p.４４, p.６４）。

　（２）ブランド・イメージおよびブランド・ロイヤルティ研究

　前節で提示したチャネル問題では、生産者は中間業者を排除し、広範囲の広告

による自社製品を消費者に宣伝し、直接販売に注力した。消費者が知覚したイ 

メージに基づいて行動するため（Boulding, １９５６）、広告をイメージ形成と密接 

に結び付けながら、ブランド・イメージの研究が進展した。ブランド・イメージ

研究の先駆者でもある Gardner & Levy（１９５５）（青木，２０００, p.２２; 三浦，２００８, 

p.１２３）は、消費者のブランド認識が、当該製品の実体的特徴の違いよりも、当該

  ６） 既存の商品に対して設定された市場価格と購買力や社会的地位や個人的習慣が異なる消費者のそ
のような商品に対する様々な主観的評価との間に差があることに市場機会がある（Show, １９１５, 
訳 p.４２）。Showは経済学の「消費者余剰（consumer’ s surplus）」理論を応用して価格理論を展開
していた。「消費者余剰」とは、消費者がその物を求めずにいるよりはむしろ積極的に支払う価格
は彼が現実に支払う価格をこえるその超過分である（Marshall, １９１９, 訳 pp.２６２-２６３）。このよ
うな主観的評価が市場において需要を構成する。つまり、需要と供給の相互利用は、競争市場で
消費者が品物を入手できる価格を作り出すのである。

  ７） Showが提唱する差別化方法として、例えば、少し改良を加えることで商品の使用法を一段とう
まく適合、装飾品や装備の素晴らしさの利用、便利な包装の仕方、良い雰囲気、均一な品質を保
証する評判の確立、「サービス」や消費者への特別な便益の提供などが挙げられる。

  ８） 最もオーソドックスないし伝統的な連鎖として「製造業者―コミッション・マーチャント－ジョ
バー－卸売業者－小売業者―消費者」の関係が形成された。これらの中間商人を媒介として需給
調整はスムーズに実施されるようになった（近藤，１９８８, p.２１）。
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ブランドに対する情緒的な部分の相違により形成されることを示した上で、この

ようなブランド・イメージ形成における広告の重要性を説いている。その後、

Colley（１９６１）が提示した DAGMAR（Defining Advertising Goal for Measured 

Advertising Results）モデル ９）、あるいは Lavidge & Steiner（１９６１）の「効果階

層」（hierarchy of effects）との関係から、ブランド・イメージは広告効果階層 

の中の一つの段階として捉えられた。

　また、Kirmani & Zeithaml（１９９３）は、ブランド・イメージに大きな影響を

与える要因として「品質知覚（perceived quality）」に中心を置き、それに対する

広告の効果を明らかにした。つまり、広告によって明示的に品質１０）に言及するこ

とによって直接的に知覚品質に影響を与えられるという。そして、Keller（１９９３）

は、ブランド・イメージを顧客ベース・ブランド・エクイティの中核であるブラ

ンド知識の重要な一構成要素と見なした。ここでのブランド・イメージは、製品

やサービスの本質と異なる部分を担い、顧客の心理的ないし社会的なニーズを満

たそうとし、ブランドの無形要素と深く係わっているものに他ならない（Keller, 

１９９３, p.３）。

　ブランド・イメージの研究と並行して、ブランド・ロイヤルティの研究も進め

られた。Copeland（１９２４）が提示した「ブランド固執」は、ブランド・ロイヤル

ティ研究の出発点をなす（Jacoby & Chestnut, １９７８, p.１０）。１９５０年代以降、各

種の日記式パネル調査のデータ分析を契機に、ブランド・ロイヤルティの研究は

本格化した１１）（青木，２０００, p.２２）。企業は一連の努力を通じてブランドを確立 

  ９） DAGMARは階層モデルの一種であり、ある銘柄や対象が特定の個人に受容されるまでに通過し
なければならない一連の心理的段階を示唆している。その段階とは、銘柄を知ること→銘柄理解
（ brand comprehension）→確信（ conviction）→行為（ action）局面である（ Colley, １９６１, 訳 
pp.７０-７２）。広告計画のための DAGMARアプローチの精髄は、所与の時間内に、一定のオーディ
エンスの間で達成されるべき特定のコミュニケーション課業（例えば、知名を生み出し、情報を
伝え、態度を発達させ、あるいは行為を誘発させることなど）という広告目標を定義したその簡
潔な言明の中に要約されている（Aaker & Myers, １９７５, pp.１２４-１２８）。

 １０） Kirmani & Zeithaml（１９９３）によると、品質のシグナルとなるのは「内在的手がかり」と「外在的
手がかり」である。「内在的手がかり（ Intrinsic Cues）」とは、製品の具体的で物理的な特性ない
し低レベルの特定のブランド信念である。「外在的手がかり（Extrinsic Cues）」とは、製品に関連
してはいるが、物理的な製品そのものの一部ではなく、製品の「外部」にあり、それを変更しても
物理的な製品を変更したことにならないものである。ただ、陶山（１９９６）では、製品の「内在的」
属性の意味する部分が狭く解釈されていると示した。製品の属性として製品のハード機能、ソフ
ト機能、生活シーン機能の３つを含めて「内在的」な属性とみなす方が今日の製品の姿をよく現し
ていると考えられると指摘された。詳しくは陶山（１９９６）を参照されたい。

 １１） 当時、米国の新聞社や調査会社を中心に整備されつつあった買い物日記を用いた消費者パネル調
査の仕組みであり、これに加えて、統計学の分野から分析手法として確率モデルの考え方が導入
され、このような新しい調査や分析のための道具立てが揃う中で、いくつかの端緒的な試みが行
われ始めた（青木，１９９３; ２０００）。
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し、さらに、売上高・シェア・利益１２）を確保するために、中間的な目標となるブ

ランド・ロイヤルティの形成あるいは確立を重要視した。ブランド・ロイヤル 

ティが確立した暁には、当該ブランドは価格競争に巻き込まれることなく、高付

加価値を維持し、確実な収益を確保することができると説かれている（和田，

１９８４, pp.１７－２１）。

　ブランド・ロイヤルティ研究は単なる反復購買行動に限らず、主に消費者の購

買行動に至るまでの心理的活動に関する研究、購買に至った場合および購買後の

行動に関する研究、およびこれらの研究に関する一連の測定指標や測定モデルの

開発に関する研究に重点を置いてきた。やがて Aaker（１９９１）のブランド・エク

イティ論の登場により、ブランド・ロイヤルティはブランド・エクイティの核と

なり、その無形資産性が提示され、マーケティング戦略の目標となった。

　（３）ブランド・エクイティ研究

　１９８８年頃から台頭してきたマーケティング概念で最も人気が高く、重要性を秘

めているのがブランド・エクイティである１３）。ブランド・エクイティはマーケ 

ティング戦略上新たな視点を提起し、その背景として、ブランド拡張の乱用によ

るイメージの低下、セールス・プロモーション効果の限界、８０年代に盛んに行わ

れたM&Aブーム１４）における売買対象となる「ブランド」資産評価の問題の重要

性が挙げられる（青木，１９９６, pp.４－５）。

　Aakerによると、ブランド・エクイティとは、「ブランド、その名前やシンボル

と結び付いたブランドの資産と負債の集合」であり、ブランド・ロイヤルティ、

名前の認知、知覚品質、知覚品質に加えてブランド連想、特許、トレードマーク、

 １２） 企業がブランド・マーケティングを展開するにあたって、より直接的な目標として想定するもの
は、対象となる製品の売上高の向上と市場シェアの拡大である。この場合、売上高の向上と市場
シェアの拡大とは必ずしも一致するものではない。その関係は、製品の導入期には一致度が高く
成長期においては両者が必ずしも一致するものではなく、市場が成熟期に突入すると、再び両者
の一致度は高くなるということができよう。ブランド・ロイヤルティを形成することは、製品が
市場に導入された後、成熟期へと進行するにあたって、売上高を拡大し、市場シェアを確保し、
ひいては収益を獲得する上で極めて重要である（和田，１９８４, pp.１７-２２）。

 １３） この概念の出現はマーケターにとって良い面も悪い面もあった。良い面は、ブランド・エクイ 
ティによってマーケティング戦略におけるブランドの重要性が高まり、経営陣の関心や研究活動
の対象になったことである。悪い面は、この概念が様々な目的で様々な定義のされ方をしたため、
混乱が生じたことである（Keller, ２００８, p.３７）。

 １４） 第１次M&Aブームは、１８９３年の大不況回復時から１９０４年の景気後退まで、第２次は１９１９年
から１９２９年まで、第３次は１９６０年代後半から１９７０年代初頭の不況までである（大石、１９９０、
p.５）。１９８０年代からの第４次M&Aブームの特徴として、財務目的よりも経営資源の獲得（技術、
人材、ブランド、チャネル、マーケティング・ノウハウ）を目的にしているM&Aが多いことを
指摘している（大石，１９９０, pp.１２-１３）。
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チャネル関係のような所有権に関わるブランド資産といった要素からなるという

（Aaker, １９９１, pp.１５－２１）。一方、Keller（１９９３）の顧客ベース・ブランド・エ

クイティの核となるのはブランド知識であり、ブランド知識はブランド認知とブ

ランド・イメージからなる。つまり、ブランド・エクイティはブランド、その

ネームやシンボルと結びつき、ブランド・ロイヤルティ、ブランド知覚、ブラン

ド連想などを含む一連の資産価値を蓄積し、向上させることにより、その価値を

遥かに上回る利益をもたらすことを可能とし得る。まさにブランド・エクイティ

はマーケティングの長期的な活動の成果を評価するのに非常に重要な概念であ

る。

　（４）ブランド・アイデンティティ研究

　強いブランド・エクイティの構築は企業にとっては重要な戦略目標となる。言

い換えれば、企業は、「いかにブランド・エクイティを高めるのか」、あるいは

「いかに強いブランドを構築できるか」といった課題に挑戦しなければならない。

企業にとって持続的な発展をもたらす結果となるブランド・エクイティの発生源

という視点に基づき、Aaker（１９９６）はブランド・アイデンティティ論を提起し

た１５）。ブランド・アイデンティティの重要性を論じる一つのきっかけは、強いブ

ランド構築の困難さにあると言える１６）。つまり、競争の激化により市場環境が複

雑化した結果、企業の内部や外部にある様々な圧力に対応できる価格戦略以外の

さらなる高度化した戦略が必須となる。

　Aaker（１９９６）によると、ブランド・アイデンティティとは、「ブランド戦略 

策定者が創造したり維持したりするために希求するブランド連想の一連のユニー

クな集合」であり、これらの連想はブランドが何を主張したいのか、および組織

 １５） ブランド・アイデンティティという用語は Kapferer（１９９２）、Upshaw（１９９５）などで既に考察
されていた。Kapferer（１９９２）は、ブランドのパーソナリティーを論じるにはブランド・アイデ
ンティティの概念を用いられた。その構成要素として、物理的特性、パーソナリティー、文化、
関係性、反響、自己イメージの６つを挙げており、こういった要素は相互関連性を持っていると
いう（Kapferer, １９９２, pp.９９-１０６）。それに対して Upshaw（１９９５）は、ほとんどのブランド・
アイデンティティが消費者の認識により形成されると主張している。ブランド策定者は、ブラン
ド・アイデンティティを確立するには、ブランドのポジショニングとパーソナリティーを中心 
に、ブランド・ネーム、ロゴやグラフィック・システム、販売戦略、製品・サービスの実行、プ
ロモーション、マーケティング・コミュニケーション活動が関連し合って、維持されるべきであ
る（Upshaw, １９９５, pp１９-２８; pp.１５６-１５７）。

 １６） Aakerは強いブランド構築の困難さとして、次の８つを挙げている（Aaker, １９９６, pp.２６-３６）。
①ブランド構築の動機付けに直接影響する価格競争の圧力、②可能なポジショニングの選択肢を
減らし、戦略実行の有効性を低減させる競争者の増加、③市場やメディアの分裂、④多数のブラ
ンドや製品への関与により複雑さが増大、⑤戦略偏向に向かう偏向、⑥革新に反対する偏向、 
⑦他分野への投資圧力、⑧短期利益を求める圧力。
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が顧客に何を約束できるのかを示している。ブランド・アイデンティティは機能

的便益、情緒的便益と自己表現便益を含む価値提案を行うことにより、ブランド

と顧客との関係を確立するものである。ブランド・アイデンティティは、製品（製

品分野、製品属性、品質、価値、用途、ユーザー、原産国）、組織（組織属性、

ローカルかグローバルか）、人（ブランド・パーソナリティー、ブランドと顧客と

の関係）そしてシンボル（ビジュアル・イメージとメタファー、ブランドの財産）

としてのブランドといった４つの視点から捉えられ、コア・アイデンティティと

拡張アイデンティティから構成されている。

　Aaker（１９９６）によると、ブランドは製品以上のものであり、製品属性以外に

多くの情緒的、自己表現的な特性を持っているが、製品属性のみをブランド・ア

イデンティティの基礎と置くには重大な限界１７）がある。ブランド・アイデンティ

ティには、ブランドの機能的属性、情緒的属性から組織属性やパーソナリティー

まで、すなわち製品レベルから企業レベルまで幅広く包括しているため、企業に

とって明確なブランド・アイデンティティの創造と管理は最重要な課題となる。

ここで、CBの重要性が示唆された。

　本節は、ブランドの基本的な役割および歴史的な視点からブランド研究を概観

してきた。図表２はブランド概念や役割の変遷を示している。ブランドはマーケ

ティング戦略上の重要な概念として、終始一貫して認識されてきたといえる。マー

ケティングの生成期において、生産技術の進歩により生産過剰問題を克服するた

め、非価格競争による需要創造活動が経営者により試された。また、生産者は主

導権を握るのに、チャネル選択問題を重要視した。いずれの場合において 

も、差別化のできる商品はその基礎となる。競合他社の商品と区別し、自社独自

の品質やサービスを提供するには、ブランドは重要な役割を果たしたのである。

その後のブランド・イメージ研究において、製品の全体的な印象を消費者のマイ

ンドの中に植え付けることから、製品の有形部分より逸脱し、知覚品質、ブラン

ド連想といった情緒的な無形部分による効果を測るまでの発展を見せた。さらに、

安定的持続的な収益を獲得するため、ブランド・ロイヤルティの研究にも焦点を

合わせた。とはいえ、１９８０年代まで、製品が市場に浸透しておらず、大量生産、

 １７） Aaker（１９９６）によると、製品属性をブランド・アイデンティティの基礎とするには、特に次の
ような傾向を持つため重大な限界がある（pp.１５-１６）。①全てのブランドがこの次元を満たしてい
ると知覚されれば、ブランドの差別化ができなくなる。②製品属性志向の便益は比較的模倣され
やすい。③消費者が購買意思決定をする際、情緒的な側面をより重要視する。④強い製品属性連
想は潜在的に優位源泉を与えるが、ブランド拡張戦略に制約を加えることもある。⑤製品属性連
想は市場変化に対するブランドの適応力を弱めるように、戦略の柔軟性は欠ける。



李　　　　　玲

９

大量供給が求められる時代であり、しかも企業にとって、ものを作ることが大事

なことであったため、ブランドは製品の副次的な存在であり、断片的に認識され

ていた。

　一方、１９８０年代後半から台頭してきたブランド・エクイティはそれまでの古 

典的ブランド研究、ブランド・イメージ研究、ブランド・ロイヤルティ研究に関

する重要な構成要素を統合した。分断された各研究においても強調されてきたブ

ランドの情緒・感情に関する側面は、ブランド・エクイティの提唱により正当化

された。ブランドは企業にとって重要な無形資産と認識され始め、マーケティン

グ戦略において重要な競争優位性として強調された。ブランド・エクイティ価値

は企業の長年のマーケティング活動努力の中に蓄積されてきた無形的な価値であ

るがゆえ、企業は持続的な競争優位性を獲得するために、マーケティング戦略の

起点に立って戦略を立てなければならない。こういった実践的な課題に答えるた

め、ブランド・アイデンティティ概念が提起された。また、ブランド・アイデン

ティティ論を議論する際、ブランド戦略は製品にとどまらず、企業全体に及んで

議論を展開すべきだと Aaker（１９９６）も主張した。こういったブランド・アイデ

ンティティの影響を受けて、企業はブランド管理に際して、全社的なブランド管

理の重要性を示唆した。次節以降、CB研究をレビューするとともに、今まで議

論されてきた PBとの関係を解明してみよう。

 Ⅲ 企業の構成概念および CBの研究

　第Ⅱ節では、PBの発展プロセスを概観した。Aaker（１９９６）によるアイデンティ

図表２　ブランド概念の変遷

ブランド認識主たるブランド概念時代区分

断片的認識
マーケティングの機能的手段

基本的なブランドの機能
 ～１９５０年
（識別機能としてのブランド）

断片的認識
マーケティング・ミックスの手段

ブランド・ロイヤルティ
ブランド・イメージ

 １９５０～１９８５年
（手段としてのブランド）

統合的認識
マーケティングの結果

ブランド・エクイティ
 １９８８～９５年
（結果としてのブランド）

統合的認識
マーケティングの起点

ブランド・
アイデンティティ

 １９９６年～
（起点としてのブランド）

出所） 青木・電通ブランドプロジェクトチーム（１９９９），p.２９、徐（２０１０），p.５０に基づき
作成
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ティ論の提唱をきっかけに、CBの研究が台頭してきた。本節では、まず企業イ

メージ、企業パーソナリティー、企業アイデンティティ、組織アイデンティティ、

企業レピュテーションといった重要な CB構成概念を歴史的な視点を踏まえて概

観した上で、CB概念の変遷を踏まえながら CBに関する研究を述べる。

　１．CB構成概念に関する歴史的研究

　（１）企業イメージ研究

　企業ブランディングの研究はイメージ研究１８）からスタートした１９）（Balmer, 

１９９９； Gylling & Lindberg-Repo, ２００６）。心理学者は認知の一種、広報関係

者はマインドに起こるすべてのことをイメージとみなす（Grunig, １９９３）。１９世 

紀まで、経営者は企業外部の人々と直接コミュニケーションを図ってきたが

（Wiebe, １９６３; Olasky, １９８７）、組織の成長に伴い、経営者がパブリックとのコ

ミュニケーションに関与できにくくなるにつれ、シンボリックを構築する際、組

織はメディアに目を向け始めた（Grunig, １９９３, p.２０７）。先導企業の広報関係に

関する研究はイメージ測定の改善に重点を置くよりも、企業イメージを規定する

会社とパブリックの関係がもつ性質に関して再検証する方向に進んだ（Wiebe, 

１９６３, p.１２）。

　イメージ研究は１９５０年代からスタートし、その先駆者として、Bouldingと

Martineauが挙げられる。Boalding（１９５６）では、人間はイメージを信頼し、個々

人の組織に対するイメージとその人が組織に向けての行動と重要なつながりがあ

ると主張した。Martineau（１９５８ a）は、好ましいイメージによって、組織には差

別競争優位があると示した。また、企業イメージから派生した意味合いは実際の

購買意思決定において役割を果たし、機能属性や価格属性よりも感情的な意味づ

けの重要性を説いた（Martineau, １９５８ b）。したがって、CB研究の初期から、

企業イメージは組織を差別化するのに重要な役割を果たした。また、主に消費者

を企業イメージの対象とし、外部への視野が割合に狭いイメージ形成の研究に終

始した。

 １８） イメージという概念の起源がいつであり、それがどの時期にどのようにして広報関係で使われる
語彙となったかを明確にするのは難しい。イメージの語源はラテン語の模倣（ imitateion）（Cutlip, 
１９９１）、模写（ replica）（Horowitz, １９７８）である（Grunig, １９９３, p.２１０）。

 １９） イメージ研究は３つのアプローチから研究が進展している（Balmer, １９９９, pp.７３５-７３６）。それら
は、①心理学アプローチ :事実に関する視覚や知覚または空間的類似を通して知的イメージとか
アイデアである。②グラフィック・デザイン・アプローチ :ネームや、またはアイコンを通じて、
組織がどのようにしてイメージを伝達するかに焦点を置いた。③市場と公共関係のアプローチ :
消費者などのステークホルダーの視点からコンセプトを考察した上で、企業に対してステークホ
ルダーが持つ経験、印象、信念、感覚と知識を拠り所としたイメージ形成を問う。
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　しかしながら、概念の多様な解釈、否定的な連想、管理の問題、異なった個人

や、あるいはステークホルダーによる組織に対する知覚や知覚した重要度の差異

といった点から企業イメージの概念は扱いにくいという（ Balmer, １９９９, 

p.７３７）。その後、イメージ研究は企業レピュテーションの研究の中で捉えられる

ようになった。

　（２）企業パーソナリティーと企業アイデンティティ研究

　企業パーソナリティーと企業アイデンティティの研究は、主として１９７０年代

から１９８０年代初期にかけて行われ、両者は表裏関係にある。１９７０年代以降、こ

れまで顧客視点に立った研究から内部関係者つまり全職員の役割に関する研究へ

と移行し、Kennedy’s（１９７７）の研究はその移行の架け橋となった（Balmer, １９９９, 

p.７３７）。Kennedy（１９７７）は企業イメージの形成における全職員の重要性を強調

し、Olins（１９７９）は企業アイデンティティの管理について、形成期の組織にお

ける創業者を映すパーソナリティーの構築に関する仮説を明示した（Balmer, 

１９９９, p.７３７）。それと同時に、企業アイデンティティ概念の重要性を示した。企

業アイデンティティは、行動と外見がどのように事実を象徴、反映、強調するか

に関わっている（Olins, １９７９, p.５６）。イメージとはパブリックが企業に対して 

知覚したものである。一方、アイデンティティは、企業その存在をパブリック

（コミュニティ、顧客、従業員、プレス、既存と潜在株主、証券アナリスト、投

資銀行を指す）に識別してもらうためのすべての手段を意味している

（Margulies, １９７７, p.６８）。企業は企業アイデンティティの管理、パブリックの

知覚を変える能力によってそのイメージに影響を与える（Margulies, １９７７, 

p.６８）。企業アイデンティティ研究はビジネス関連に焦点を置きながら、経済、

マーケティングおよび戦略といった視点からも論じられる（Hatch & Schultz, 

２００９, p.１３－１４）。最も広く捉えられてきた経済的な視点からすると、明確に区

別でき、認知される企業アイデンティティは株価のみならず、製品にプレミアム

価格を形成し、販売量の増加にも価値を付加するという。また、製品とサービス

にますます見分けが付かなくなってきている今日、企業アイデンティティがマー

ジンの維持に果たす役割はますます大きくなると、マーケターや戦略家は主張し

ている。マーケターはコミュニケーションと印象管理を通じて市場における差別

化を一番よく企図しているが、その中にはアイデンティティこそがその差別化の

基礎をなすと認識している人も少なからず存在する。

　企業アイデンティティは企業の戦略、つまり企業ビジョン、ミッション、文化
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といった企業の核をなす無形アイデンティティと、すべてのステークホルダーに

よって識別できるような視覚に訴求する有形アイデンティティからなる。無形ア

イデンティティは有形アイデンティティ、企業広告、広報関係などを通してス 

テークホルダーに伝達されなければならない。企業とステークホルダーとのコ

ミュニケーションにおいて、組織の無形アイデンティティの部分がいかに知覚さ

れるかは決定的となろう。企業アイデンティティはこういった伝達プロセスやそ

の効果に重点を置いていると見なせる。一方、組織アイデンティティは企業の中

核をなす無形部分に着目する。

　（３）組織アイデンティティ研究

　１９８０年代後半から、組織アイデンティティの概念が取り上げられた。組織アイ

デンティティは組織メンバーによって知覚され理解される組織に関わる（Hatch 

& Schultz, ２００９）。組織アイデンティティという概念は組織の特定の側面を定 

義して表される際に採用されるし、組織が持つ特徴を描くのに用いられる

（Albert & Whetten, １９８５, p.７９）。組織アイデンティティという観点は社会ア 

イデンティティ理論に基づくが、まだ新しい分野であり、その源を追跡すると

Albert & Whetten（１９８５）の研究に行き着く（Hatch & Schultz, ２００９, p.１５）。

Albert & Whetten（１９８５, p.８０, p.１０３）は組織アイデンティティに関する中心

的、差別的かつ恒久的特徴２０）に関係した「組織のタイプ」への問いかけを通じて、

組織アイデンティティを定義した２１）。特に企業は時間の経過とともに、買収や新

規事業により事業活動を展開し拡大していくため、多様の目的を有する結果、多

様の回答を提供する能力が組織に求められる。こうした多様な関係を整理するた

め、Albert & Whetten（１９８５）は二重アイデンティティモデルを開発した。そ

 ２０） こういった側面は多くの文献によって繰り返し示されている（ e. g., Dutton & Dukerich, １９９１; 
Fiol & Huff, １９９２; Dutton et al., １９９４; Reger et al., １９９４; Ashforth & Mael, １９９６; Gioia et al., 
１９９８）（Hatch & Schultz, ２００９, p.１５）。

 ２１） Albert & Whetten（１９８５）はアイデンティティの定義について３つの基準を提示した。まずは中
心的特徴の声明としてのアイデンティティである。つまり重要かつ本質的な事柄を基礎とする差
別化である。組織リーダーにとって、中心的特徴を定義して、事業の方向性やビジネスパートナー
との関係付けに関する意思決定を行う際の指針である。そして、将来の事業展開もその中心的ア
イデンティティに基づくべきである。次に、アイデンティティは単一、二重、複数に類型化され
る。単一と二重アイデンティティをホログラフィック、複合アイデンティティをイデオグラフィッ
クと呼ぶ。ホログラフィック組織は多様性を欠くため、全事業部において共通した特徴しか見せ
ることができない。イデオグラフィック組織は事業単位毎に特殊性や純粋性を含むため、多様性
に富んでいると言える。一方、多岐に渡っているゆえに、各メンバーによりコミットメントを得
るのは困難である。外部関係者へいかにして一貫性のある組織アイデンティティをアピールする
かは重要である。最後に、アイデンティティは時間とともに変わる。時間が経過するにつれて、
事業規模が拡大し事業内容が多角化するため、アイデンティティの変更や調整は戦略課題となる。
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のモデルは標準的であり（文化的、教育的、表現的機能に中心を置く）、実用的

（経済的生産志向）でもある。

　また、近年Whettenらは、「組織のアイデンティティ」と「組織との一体感」と

の違いに着眼して研究を展開している。前者は組織そのものに中心を置くが、後

者は個々人とグループまたは組織との関係に焦点を合わせている（Hatch & 

Schultz, ２００９）。「組織のアイデンティティ」への理解は「組織との一体感」を形

成するのに必要不可欠な条件となる。

　（４）企業レピュテーション研究

　企業レピュテーションに焦点を合わせた研究は１９９０年代以降に始まった

（Balmer, １９９９; Balmer & Greyser, ２００３）。レピュテーションとは、一般大衆

による一般的な評価であり、企業の過去の活動により生じた一連の属性であり、

一定の期間を経て、個々人やグループが受け取った組織の製品やサービスに関す

るメッセージや経験の総和である。構築するのに時間を要することと、組織の有

形的な側面に焦点を合わせていることは、企業イメージと区別する特徴となる。

イメージもレピュテーションも短期間で傷つけられる恐れがある。また、企業 

レピュテーションの概念はイメージ概念の開発に有用であるという（Balmer, 

１９９９, p.７３７）。

　企業レピュテーションの特性は以下の点に求められる（Fombrun & Van Riel, 

１９９８, p.1０）。①レピュテーションは産業システムの派生的、二次的特性であり、

組織領域における企業の振興的地位を具現化する。②レピュテーションは企業の

内的アイデンティティの外的反射であり、社会における企業の役割に関わった従

業員によるセンス作りの成果である。③レピュテーションは企業の重要な資源配

置と歴史および自社の活動と競合他社の反作用を制約する移動障壁の形成によっ

て開発される。④異なる評価者から得た企業の過去の成果に対する評価の要約で

ある。⑤企業のすべてのステークホルダーの間で企業と関連のある多様なイメー

ジを導出し、従業員、消費者、投資家、ローカルコミュニティにその全体的誘引

を知らせる。⑥企業の有効性に関する２つの基本的な次元、すなわち、経済成果

と社会的責任を具現化する。したがって、企業レピュテーションは、企業の過去

の活動と結果の集合的な表現であり、複数のステークホルダーに価値ある成果を

伝える企業の能力を説明している。

　図表３は、各年代で見られた CBに関する重要な概念およびその視点を表す。

したがって、企業はステークホルダーとの関係において、１９５０年に主に顧客中心
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のイメージ創造から、内部の特に従業員による企業パーソナリティーの形成、お

よび顧客以外のステークホルダー（例えば、株主）に対するイメージ形成のため

の企業アイデンティティ研究まで、狭い外部中心から狭い内部並びに広い外部研

究へと進んだ。さらに、従業員のみならず、組織そのものを視野に入れた組織ア

イデンティティへと研究が広がっていった。要するに、内部から発する強い組織

アイデンティティに視覚を強く訴える企業アイデンティティの創造を通じて、あ

らゆるステークホルダーとの関係作りにおいて、より良い企業レピュレーション

の獲得に努力を払うようになってきた。

　２．　CB研究の流れおよびその発展

　上節の CB構成概念の研究を概観した結果、CBは PBと異なる次元で議論さ

れる研究であると認識されよう。King（１９９１）は、既存・潜在顧客が購買意思決

定などの場面において、その価値を判断する物差しが、製品レベルよりも企業（組

織）レベルまで上がってきていると述べ、従来の枠組みを越えて、企業のあらゆ

る側面を設計し、管理すべきだと強調した。また、Aaker（１９９６）のブランド・

アイデンティティ論で象徴的なように、組織としてのブランドの概念の提唱によ

り、CBの重要性が台頭してきた。

　１９９６年から、単独ブランドよりもブランド・ポートフォリオ上にある全ての 

ブランド間の関係に関する研究が注目を集めるようになった。特に、ブランド階

層論研究における CBの位置付けおよび他のブランドとの関係が議論されるよう

になった。その際の CBとは、ブランド階層において、最も高いレベルに位置す

るブランドである（Keller, １９９８, p.４１０）。

　１９９７年以降、欧米では会計情報の有用性が低下してきた。多くの無形資産が 

オンバランス化されていないことがその主要因の１つに挙げられ（伊藤，２００２, 

p.１１）、無形資産会計が重要な問題として取り上げられた。日本においても、８０

年代から９０年代の企業価値（株式時価総額）に関する主要な決定因子が、有形資

図表３　CB構成概念に関する研究の流れ

1990 年1980 年後半1970 年1950 年年代

企業
レピュテーション

組織
アイデンティティ

企業
パーソナリティー
アイデンティティ

企業イメージ概念

外部・内部内部狭い内部・広い外部狭い外部視点

出所） 筆者作成
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産から無形資産にシフトしていると証明されている（伊藤，２００２, p.６）。つまり、

無形資産が企業価値を決定する主要な因子であるという。無形資産の中で、CB

は企業外部のみならず、企業内部も含めた全てのステークホルダーと関わってい

る。全てのステークホルダーを満足させることを通じて、CB価値を向上させ、

さらに企業価値の向上に大いに貢献できるため、無形資産の中で特に CB価値に

着目する意義が非常に大きいと言える。その背景を受けて、CBに関する研究は

従来のマーケティング分野のみならず、経営、会計、ファイナンスといった分野

からも注目を浴びることになった。ここでいう CBとは、顧客が購入・使用する

PBが象徴する製品やサービスを提供し、それらの背後に控える企業を規定し、

企業の伝統、価値観、文化、従業員および戦略を映し出すものである（Aaker, 

２００４, p.１６）。

　さらに、２０００年以降、CBの構成概念を統合し、企業ブランディングが展開さ

れた。特に、全てのステークホルダーとの関係作りを通して価値創造という点で

は注目を浴びた（ e. g., Kapferer, １９９７; Balmer, １９９９, ２００１ b; Hatch & Schultz, 

２００１, ２００８; Dukeirich & Carter, ２００９）。ここで、CB研究に新たな視点が現

れた。つまり、CBは企業マネジメントの視点から捉えられるべき概念であり、

全てのステークホルダーに対して、価値の判断基準として提供できるものであ 

る。

　本節では、CBの構成概念ならびに CB概念の変遷を概観した。CBはブランド

としての役割を持つとともに、企業と関わる全てのステークホルダーとの関係作

りにも重要な役割を果たしている。競争が激化するにつれ、ステークホルダーの

役割も多様化してきた（例えば、顧客でありながら、株主でもある）今日、全て

のステークホルダーを満足させることによる企業の価値創造は欠かせない活動と

なる。したがって、CBは PB以上に枢要である。次節では、PBと CBの関係を

論じることによって CBの重要性を論じる。

 Ⅳ PB と CB の関係

　本節では、PBと CBの関係の明確化を試みる。まず、一般的な先行研究にお

ける PBと CBの関係をレビューする。次に、マーケティングの視点、主にブラ

ンド階層論から両者の関係を検討する。最後に、企業マネジメントの視点から両

者の関係を掘り下げて論じる。
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　１．PBと CBの関係に関する先行研究

　PBと CBの関係において、いくつかの側面から研究が行われている。まず、

信頼性、模倣や攻撃されやすさといった側面からの研究として、主に Aaker

（１９９６）、平林（１９９８）と徐（２０１０）が挙げられる。平林（１９９８）によると、日本

では、ブランド・エクイティが大きな割合を占めているのは CBであり、ブラン

ド・ロイヤルティの形成に企業への信頼は無視できない因子となっており、マイ

ンド・シェア形成上大きな役割を果たしているという。CBへの信頼の土壌を生

かしながら、その上で個々のブランド力を高めていくという立体的な戦略が求め

られるべきであると指摘した。PBは、製品機能自体の優れた差別性を持ったと

しても時間の経過により、競合他社からの模倣や攻撃に対して脆弱である一方、

CBに含まれる肯定的な組織属性ないし価値観と組織そのものに対するブラン

ド・ロイヤルティは競合他社に容易には模倣されないと Aaker（１９９６）と徐

（２０１０）は指摘した２２）。製品やサービスは時間の経過とともにどれも似たものに

なりがちだが、組織の場合は様々な面で同じであるはずがなく、それぞれが必然

的に異なるようになる（Aaker, ２００４, p.２７０）。企業が他社より優れた業績を挙 

げられるのは、自社が革新的な製品と価値を顧客に提供できるだけの資産と組織

能力を保有しているからである（Aaker, ２００４; 青島・加藤，２００３）。一方、徐

（２０１０）によると、ブランド・エクイティはブランド・アイデンティティを後ろ

から押す役割を果たし、ブランド・アイデンティティの一貫性や CB価値の向上

に貢献し得る２３）。したがって、PBと CBは相互補完関係にあると結論付けられ 

る。

　次に、ブランド連想の視点からの研究では、Brown&Bacin（１９９７）、阿久津・

石田（２００２）、Gurhan-Canli & Batra（２００４）、新倉（２００６）、簗瀬（２００７）、

Keller（２００９）などが挙げられる。日本企業は企業ブランディングだけではなく、

個別 PBの強化を図ってきた企業も多い。例えば、パナソニックのヴィエラ、

シャープのアクオスが好例となる。個別ブランディングが CBの価値を明らかに

高めているのである（簗瀬、２００７）。阿久津・石田（２００２）によると、PBは顧客

 ２２） 経営学の視点によると、企業自体が取り組むべき差別化を、製品それ自体での差別化と組織能力
の面での差別化とに大別できるという（延岡，２００２; ２００６）。製品での差別化とは、技術や製品
コンセプトに関して競合企業とは明確な違いがある優れた製品を開発することである（延岡，
２００６, p.５１）。個別製品による差別化やヒット製品を目指した経営だけでは、企業が持続的に高
い業績をあげるという点では限界があると延岡（２００６）は指摘した。

 ２３） 特にCB戦略を中心に戦略展開してきた日本企業にとって、CBは消費者の購買意思決定において
重要な手掛かりとなるため、CB価値の向上は競争優位性を獲得するには欠かせない。その場合、
PBは CBを活性化させる役割も担っていると言える。
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に対しての、CBは顧客に株主や従業員なども含めた社会に対しての存在意義を

示さなければならないという。また、機能面で飽和状態にあり、属性や機能とは

別の要素で差別化する必要のある製品、あるいは CBなどにおいても、ブランド・

パーソナリティーによる差別化が大きな意味を持つと指摘されている。Brown 

& Bacin（１９９７）は、CBのもつ企業能力や社会的責任に関する連想が PBの知

覚に影響を与えると示唆した。Keller（２００９）は、PBと比較して、CBがより広

い範囲でブランド連想を引き起こすと明示しつつ、産業や業界による影響の違 

いにも言及している。また、Keller（２００３）は、PBと CBの関係を顧客のマイ

ンドにある知識によって決まると主張した。そして、GurhanCanli & Batra 

（２００４）は、ブランド連想における CBが PBに及ぼす影響について明確な答え

が出ていないと指摘した上で、知覚リスクの果たす調整的な役割を主張した。

　続いて、青木（１９９７）は、ブランド体系論をベースに「ブランドの傘」と「ブラ

ンドの梃子」２４）によって両者の関係を論じた。日本の伝統的な傘ブランド体系の

下で、その傘を広げれば広げるほど、おのずからイメージは希薄化していき、PB

が CBのイメージを押し上げることもなく、CBの機能は PBに対する「裏付・保

証因子」機能に限定されるという。一方、ある特定のコンセプト（ないしコア・

ベネフィット）領域で CBと PBのイメージが重なり合う時、両者は互いを梃子

として高め合うことが可能となる。その際、CBは、単に、「裏付・保証因子」機

能だけでなく「駆動因子」機能をも積極的に果たすことになる。これらの二つの編

成原理は、どちらか一方が優越しているというものではなく、企業の業種や規模

によって選択的に用いられるべきだとみなし、同一企業のブランド体系の中でも、

並存が十分に考えられると言う。

　また、ステークホルダーとの関係から PBと CBの関係を捉えた研究として、

Kapferer（１９９７）、Gylling & Lindberg-Repo（２００６）が挙げられる。Kapferer

（１９９７）は、企業名を可視化する傾向に関して、いくつかの理由を挙げている。

①流通業者、複合的な小売業者およびハイパーマーケットチェーンにとっては、

ブランドより企業名が重要である。②企業名だけは尊敬という次元においてブラ

ンドに評判を賦与できる。③多くの企業は産業財と消費財を同時に販売している。

その上で、PBと CBの役割分担を図表４の通り示している。両者は相互補完関

係にあると言える。また、１９９７年は CBの役割が着目され始めた時期にあたる 

 ２４） 「ブランドの傘」とは、CB（または事業ブランド）の名の下でできる限り多くの製品をぶら下げる
というブランド管理の仕組みである。一方、「ブランドの梃子」とは、ブランドが強い主張を持ち、
それを支える商品のみをその下に集める仕組みである。
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ため、顧客や従業員に対する影響力では PBの方がまだ大きかったが、今日では

特に顧客や従業員にとって、PBより CBの重要性が増してきたと考えられる。

　Gylling & Lindberg-Repo（２００６）は、企業ブランディングと製品ブランディ

ングの違いを次のように３つ挙げている。① CBは企業が提供する様々な製品と

サービスに経済的な価値を付加する（ Ind, １９９７; Fombrun, １９９６; Knox, 

Maklan & Thompson, ２０００; Olins, ２０００; Keller, ２００９）。② CBの範囲を大

きくとると、製品そのものをかなり越えているし、製品と消費者または顧客との

関係も大きく越えている。③ PBは主に消費者をターゲットとするが、CBはコ

ミュニティ、投資家、パートナー、サプライヤーといったすべてのステークホル

ダーと関係している。

　最後に、CBの構成要素から製品との関係を検証したのは Souiden, Kassim & 

Hong（２００６）である。企業ブランディングは企業と製品の両方に関する消費者

の認知を押し上げられるとして、企業名の認知 /親しさ、企業イメージ、企業レ

ピュテーション、企業ロイヤルティ /コミットメントといった４つの次元から CB

が消費者の製品評価に与える影響を実証研究により検証した。４つの次元とも消

費者の製品評価にインパクトを与え、そして、企業イメージ、企業ロイヤルティ

よりも、企業名と企業レピュテーションのウェイトが大きいと示した。ただし、

この論文は企業ブランディングと消費者の製品評価に限るものであるため、CB

図表４　PBと CBの役割分担

CBPBターゲット

++++++顧客

+++++同業組合

+++++従業員

++++++サプライヤー

++++++広報

++++++報道団体

++++++ローカルコミュニティ

++++++学術研究機関

+++++監督機関

+++++政府委員会

++++++金融市場

++++++株主

出所） Kapferer,１９９７,p.２２３
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の効果は検証されても、PBの効果については検証されていない。

　要するに、先行研究を通じて全般的に言えることは以下のとおりである。第１

に、保証の提供先として、PBに比べて CBのパワーは十分に大きい。第２に、ブ

ランド連想に関しても、PBに比較して CBはかなり広範囲にわたり連想を波及 

させ、特に組織に基づく連想の重要性は競争優位を獲得する上で欠かせない。第 

 ３に、CBはあらゆるステークホルダーと関わっているため、全ステークホル 

ダーを満足させることによる企業価値創造の可能性を提供する。一方、強い PB

は特にCBの希薄化の予防およびCBの活性化のために重要な役割を担っている。

したがって、PBと CBは相互補完関係にありながら、CBはより広い視点でその

価値を提供している。

　２．マーケティングの視点から見る PBと CBの関係

　企業が採るブランド体系は、単一ブランド、複数ブランドおよび個別ブランド

と大別できる（Olins, １９８９; Lafore & Saunders, １９９４; 首藤，２０００; 伊藤，

２００１）。ブランド体系は様々な次元から考察できる。例えば、ブランドの階層性、

カテゴリー内のブランドの拡張性やカテゴリー間のブランド関係性、ブランドの

範囲などが挙げられる。PBと CBの関係を論じるには、垂直的な階層論を用い

れば、それぞれのメリットやデメリットは明確に表しやすいため、本節ではブラ

ンド階層の所説を紹介してみる。

　Keller（２００８, p.４４６）によると、ブランド階層とは、企業のブランディング

戦略を図式的に表す有効な方法であり、全製品の共通するブランド要素と異なる

ブランド要素の数と性質を明らかにし、ブランド要素の序列を明示するとされる。

ブランド階層は、ある製品に新しいブランド要素と既存のブランド要素をどのよ

うに配分するか、それらの要素をいかに組み合わせるか次第で、様々なブランド

化の方法が可能であるという理解に基づいている。つまり、ブランド階層から、

各ブランドの高低レベル関係、パワーブランドまたは支配ブランド、属性ブラン

ドの特徴などは一目瞭然となる。さらに各ブランド階層にあるブランドが果たす

役割も自然に分かるようになる。一貫したつながりの中から、企業が提供するブ

ランドのアイデンティティがより明確化するにつれて、企業が知覚してほしいブ

ランド・イメージは消費者によってより正確に知覚されるのである。

　図表５はブランド階層に関する研究を総括したものである。PB戦略を取る企 

業であっても、個別ブランド戦略を取る企業であっても、基本的に３つに階層化
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することができる２５）。一番上位にあるのは、CBや事業（範囲）ブランドといった

ドライバーまたはエンドーサー・ブランドとなりうるマスター・ブランドであ 

る。真ん中にあるブランド層は、製品カテゴリー別のリーダーブランドというサ

ブマスター・ブランドと呼ばれる層である。個別ブランド戦略企業では、CBの

パワーが弱いため、この層にあるブランドはマスター・ブランドの役割を果たす

場合が多い。最下位にあるのは個別ブランド層である。Aaker（１９９６）と Keller

（１９９８; ２００９）は、個別ブランドが主に製品の特徴、属性または構成要素によっ

てブランド化される傾向を示した。

　

 ２５） Keller（２００８）は、ブランディング戦略を、傘ブランドとしての企業ブランドやファミリー・ブ
ランドを自社のすべての製品に使うという branded houseと、個々の異なる複数のブランドを使
うという house of brandsに大別した。本稿では、ブランドのドライバーとエンドーサーの役割
の影響力に基づいて、マスター・ブランド、サブブランドと個別ブランドというように、３つに
分けて議論する。

  マスター・ブランドは、製品やサービスを認識する際の最初の表号、評価の基準点となる。マス
ター・ブランドは主にドライバーとエンドーサーの役割を果たす。ドライバー・ブランドは購買
意思決定を推進するブランドであり、購買意思決定と使用経験の中心価値提案を行う。エンドー
サーとしての役割では、ブランドはドライバー・ブランドによる訴求を支援し、それに信頼性を
与える。また、サブブランドとは、ブランド体系のなかで、製品ラインの一部を識別するための
ブランドであり、ドライバー・ブランドあるいは記述ブランドとなることがある（Aaker, １９９６, 
pp.２４３-２５５）。

 ２６） Keller（２００８）と Ormeno（２００７）は、CBとカンパニー・ブランドの区別を示したが、消費者
にとって両者の区別をしたり、企業が複数のカンパニーブランドの集合から成ると意識したりす
る必要がないので、両者を互換性のあるものとみなしている。

図表５　各研究者が主張するブランド階層

Kapferer（1997）Aaker（1996）研究者

・保証ブランド（endorsing brand）
・傘ブランド（umbrella brand）
・ソースブランド（ source brand）
・範囲ブランド（ range brand）

・企業ブランド（corporate brand）
・範囲ブランド（ range brand）ブ

ラ
ン
ド
階
層

・ラインブランド
 （ line brand）

・製品ラインブランド
（product line brand）

・製品ブランド（product brand）
・ブランド化特徴 /構成要素 /サービス
 (branded feature/component/service)

首藤（2000）青木（1997）Keller（1998；2000）研究者

・企業ブランド
・事業ブランド

・企業ブランド
・範囲（事業）ブランド

・企業 /カンパニーブランド２６）
 （corporate/company brand）

ブ
ラ
ン
ド
階
層

・ファミリー・ブランド・製品ライン・ブランド
・ファミリー・ブランド
 （ family brand）

・個別ブランド
・サブ・ブランド
・属性ブランド

・個別ブランド
（ individual brand）
・モディファイアー
（modifier）

出所） Aaker, １９９６; Kapferer, １９９７; Keller, １９９８, ２０００;青木，１９９７;首藤，２０００に基づき筆
者作成
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　したがって、日本企業のような CBを傘とするブランド階層を展開している企

業は、主に製品ライン・ブランドまたはファミリー・ブランドという中間層にあ

るカテゴリーによって PBの差別化を図ろうとしたが、結局、個別製品の中でも

共通性の高いブランドを提供してしまうと消費者に差別化が知覚されずに終わっ

てしまう。その一方、欧米企業は CBをエンドーサー・ブランドとして、特徴の

高い個別ブランドに注力した結果、CBのパワーは分散し、ブランド間の関係は

無視されやすくなる。最終的には、ブランドの拡張力とポートフォリオ上にある

ブランドの相乗効果を最小限に抑えるようになる２７）。

　本節において、ブランド階層論に基づき PBと CBの関係を検討した。ブラン

ド体系の中、近年の大きな潮流として、CBを前面に出しながら（例えば、P&G）

製品やサービスを提供する企業が現れたように、CB（単一ブランド）戦略を志向

する企業が増えてきているといえる。消費者は PBのみならず、商品の背後にあ

る企業まで興味を持つようになる。それにつれ、ブランド階層の最上位に位置す

る CBは単なるエンドーサーとして秘めて存在するより、消費者に購買を促進さ

せるのに有効なドライバーとしての役割もますます重要となってくる。

　したがって、企業が持っているブランド・ポートフォリオにある全てのブラン

ド間の関係を明確化すべきである。こういった相互関係の中、PBは製品の特徴

や属性を明示することで製品の識別や差別を容易にする。一方、CBは全てのブ

ランドを統合し、一貫したアイデンティティの形成を促し、ブランド間の相乗効

果を高めるのに役立つ。つまり、PBは CB管理の一環として捉えられ、CBを管

理する際 PBとの関係に注目すべきである。

　３．企業マネジメントの視点から捉える PBと CBの関係

　マーケティングの視点からは類似しているように見えるPBとCBであっても、

企業マネジメントの視点から洞察すると、両者は根本的に異なっている（King, 

１９９１; Balmer, １９９５; Balmer, ２００１ a, b; Balmer & Greyser, ２００３; Olins, 

２００９）。

　図表６において、その違いが示される。大きく分けて４つの点からその違いが

捉えられる。① CB価値は創業者、オーナー、管理者、全職員によって創造可能

 ２７） 個別ブランド戦略を用いて、あらゆる商品を直ちに個々の製品として認知させ、独自性をアピー
ルしてきた P&Gは、２０００年に販売促進用のパンフレットの表紙に自社主要ブランド２０種類を 
目立たせるように並ばせた。こういった P&Gの行動から、個々の製品に統一したブランド・イ 
メージを持たせようとする意図が示唆され、企業ブランディングの動きを示すものと言えよう
（Hatch & Schultz, ２００１）。



製品ブランドと企業ブランドの関係

２２

である。それに対して、PB価値創造には、重要なスキルなどが不要であり、マー

ケティングや広告によってその価値が作り上げられる。② CBは企業戦略、ビ 

ジョンと関わり、CEOやシニア管理者が実行にあたるが、PBはマーケティング

部門を中心に中間管理者によって管理される。③ PBは顧客をメインステークホ

ルダーとする。一方、CBは顧客、株主、従業員をはじめとする全てのステーク

ホルダーを対象にしている。④人材獲得や人的資源開発という面では、CBの方

にかなり大きな役割が期待される。

　したがって、企業マネジメントの視点に立つと、PBと CBは異なる次元のも

のである。CBは企業戦略やビジョンを反映し、トップ管理者が中長期な視点を

持ってマネジメントする。そして、特定の部門ではなく、企業全体の職員および

その全ての活動によって影響されるため、価値の創造や管理が全社的に可能とな

る。さらに、全てのステークホルダーを視野に入れて事業戦略を展開している点

も重要である。つまり、CBは企業の伝統、戦略、ビジョン、理念を伝達する視

覚的シグナルとなりうる。従業員をはじめ、全てのステークホルダーを惹きつけ

図表６　PBと CBの違い

CBPB

CEOブランドマネジャー管理責任

全部門マーケティング職能責任

全職員マーケティング職員一般責任

学際マーケティング学問の源泉

中長期短期ブランド形成

複数のステークホルダー消費者ステークホルダーの焦点

本物人工的価値

全社的コミュニケーション
①製品・サービスパフォーマンス ;
組織政策、CEOとシニア管理者の行
動、職員の経験とその伝達、②マー
ケティングとコントロールされたコ
ミュニケーション、③口ごみ

マーケティング・コミュ
ニケーション・ミックス

コミュニケーション・
チャネル

ブランド価値、アイデンティティ（企
業属性 /サブ文化）、企業戦略、ビ
ジョン
コミュニケーション
経験 /イメージ、レピュテーション

ステークホルダーコミットメント
（内・外部支持者）
環境（政治、経済、倫理、社会、技
術）

ブランド価値、製品パ
フォーマンス

コミュニケーション
経験 /イメージ、レピュ
テーション
消費者コミットメント

環境 (政治、経済、倫理、
社会、技術 )

提携の次元

出所） Balmer & Gray, ２００３, p.９７８
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るのに役立つ。企業マネジメントの側面からみると、PBはマーケティング部門

の産物であり、CBの管理は企業のトップによってリードし、CBは企業管理や価

値創造に欠かせない重要な資産である。

　図表７はマーケティングの役割の変化を示す。従来のマーケティングは顧客価

値創造に焦点を合わせ、市場シェアや売上高の増加を目標としている。ブランド

への支出は投資ではなく、コストとして計上されるため、短期的な視点になりが

ちである。しかしながら、ブランドは長期的なマーケティングの結果であるよう

に、短期的な利益追求はかえってエクイティの育成を阻害してしまう。

　一方、CB管理は企業のマネジメント全般に焦点を合わせており、顧客価値の

みならず、株主価値の創造を最重要な目的にしている。日本では、１９９０年代後 

半から、資本コスト２８）とキャッシュ・フローを重視した価値創造経営の考え方 

が浸透し始めた（たとえば、２００３年４月より松下電器産業（現：パナソニック）

はキャッシュ・フロー経営と CCM（Capital Cost Management）を実施した）。

図表７　マーケティングの役割の変化

これからこれまで

株主価値の創造顧客価値の創造マーケティングの目的

マーケティング資産の開発と管理市場シェアの増加マーケティング戦略

マーケティング戦略は価値という
点で評価されなければならない

市場での業績が上がれば財
務面も改善する

前提

株主価値を増加させるマーケティ
ングの活用法に関する知識

顧客、競合他社、チャネル
に関する知識

貢献

マネジメント全般マーケティング志向マーケティングの焦点

スペシャリストかつゼネラリストスペシャリストマーケティング・スキル

株主価値の創造におけるマーケ
ティングの役割

顧客理解の重要性主張点

無形有形資産の概念

株主価値の増加利益の改善論拠

株主価値、割引キャッシュフロー
市場シェア、顧客満足、売
上高利益率、投資利益率

業績指標

出所） Doyle（２０００），訳 p.５０

 ２８） 資本コストを重視する経営は重大な意義を持つ。企業活動に必要な資源は、ヒト、モノ、金であ
る。ヒトに対する人件費、モノに対する原材料費は損益計算によって業績に反映される。お金に
対するコストのうち、債権者に支払われる分は支払い利息として計上されるが、株主に対するコ
ストは費用計上されないため、軽視されがちである。資本コストを明示的に取り入れた経営指標
の導入は株主に対するコスト意識の表れである。資本コストを意識した経営指標として EVA
（Economic Value Added）がよく知られている。EVAとは、企業活動が生み出す成果と資本コ
ストの差額である。その差額は通常真の利益と呼ばれる。
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つまり、株主価値を重視する経営では、短期ではなく中長期な視点を持って、資

産価値の創造を目標に揚げる投資計画が要求される。CBの管理による企業価値

の創造や向上は重要な戦略課題である。

　次に、第３節で述べた CBの構成概念の相互間の関係については、図表８に示

される。これらの相互関係は CBの管理仕方を示唆している。組織アイデンティ

ティは、最終的に形成される企業レピュテーションの源泉である。従業員をはじ

めとする組織メンバーは組織アイデンティティに従って行動するため、そのアイ

デンティティは従業員ら組織メンバーの行動指針ともなる。組織を代表する全構

成要員は、視覚される企業アイデンティティによって外部ステークホルダーとの

コミュニケーション活動を展開する。外部関係者は視覚アイデンティティによっ

て得た情報に基づき、企業イメージを知覚し、企業レピュテーションの形成につ

ながる。こういった評判や評価を組織メンバーにフィードバックして、特に従業

員の行動に大きな刺激が与えられる。

図表８　企業の構成概念間の関係

組織から発する 
シグナル手掛かり 

組織メンバーの行動 

ステークホルダーに 
よる組織メンバー行 

動評価 

企業ロイヤルティの形成 

ステークホルダーが評 
価した手掛りを含んだ 

情報 

ステークホルダーが 
伝達したレピュテー 

ション評価 

組織 
アイデンディディ 

企業 
アイデンティティ 

企業 
イメージ 

企業 
レピュテーション 

外部 
イメージ 

出所） Dukeirich & Carter, ２００９, p.１０４図表７. １に基づき筆者加筆
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　要するに、４者は一つのサイクルにおいて相互に影響し合っている。組織アイ

デンティティや組織メンバーの行動は企業内部にあるが、企業アイデンティティ

や企業イメージは外部関係者に提示するないし外部関係者が自ら知覚するもので

ある。前者と後者は表裏関係にある。その際、特に従業員の行動は決定的な要因

となる。一貫性を持つ価値の提供は、良い企業レピュテーションを形成するため

に欠かせない前提となる。このサイクルでは、うまく循環できれば良い企業レ 

ピュテーションが獲得できる。良いレピュテーションは企業ロイヤルティの形成

を促し、最終的には企業の持続的な成長を確かなものとする。したがって、外部

のステークホルダーのみならず、従業員を含んだすべてのステークホルダーを取

り囲む環境において、その事業展開はまさに重要となる。

　したがって、PBはマーケティング部門で管理される対象となる。企業マネジ

メントの視点では、特に CBの管理・創造の可能性、および企業価値の向上への

貢献といった点から、CBは重要な経営資産として育成されるべきである。また、

CBを開発・管理する際、PBのように顧客を中心とするだけではなく、従業員 

や株主を含む全てのステークホルダーを満足させられるような戦略展開が求めら

れよう。

 Ⅴ 　結　論

　本研究では、ブランドの生成期からの歴史的視点をベースとして、PBと CB

のそれぞれの発展プロセスを概観した。また PBと CBの関係に関する先行文献

をレピューした上で、マーケティングの視点と企業マネジメントの視点から両者

の関係を明らかにした。

　まず、マーケティングの生成期からブランドの重要性が確認できた。次に、上

記の先行研究レビューを踏まえ、かつブランド階層論を検討してみるといった、

マーケティングの視点に依拠すれば、PBと CBは相互補完・相互依存関係にあ

ると解される。ところが、企業マネジメントの視点に立つと、PBは CBと異な

る次元にあり、CBの役割や重要性が圧倒的に大きいと判断される。

　したがって、CB管理は企業マネジメントの重要な課題として取り上げなけれ

ばならない。ブランドのコモディティ化が進行した結果、製品レベルでは差別化

が図りにくい今日、強い CBは PBに価値を付加し、持続的な競争優位の維持を

可能にする。加えて、顧客のみならず、株主、従業員といった全てのステークホ
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ルダーが CBを視野に入れているだけに、取り巻く市場環境が複雑化した今日に

おいて CBはますますブランド戦略上、重要な意義を持つと言えよう。

（筆者は、関西学院大学大学院商学研究科博士課程後期課程２年）
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